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地域における預金・貸出金の状況
地域からの預金

地域向け貸出金

中小企業等貸出金（個人含む）残高

地方公共団体向け貸出金

　地域のお客さまからお預り
している預金残高は、平成27年
9月末現在6兆23億円となり、
全体の95.2％を占めております。
　また、給与振込や年金といった
生活に密着した資金の受取指定
口座としても多くのお客さまに
ご利用いただいております。

　平成27年9月末現在、地域向け貸出金の残高は3兆8,171億円となり、当行の貸出金全体の86.7％を占めております。

　平成27年9月末現在、中小企業
等貸出金残高は、3兆831億円と
なりました。
　中小企業等貸出金のうち、96.5％
にあたる2兆9,752億円が地域
向けの中小企業等貸出金です。

　平成27年9月末現在、地方公共団体向け貸出金の残高
は、3,563億円となりました。
　当行は、京都府および地域の23市町村の指定金融機関
となっているほか、地方債の引受やグループ会社の京都
総合経済研究所による調査研究業務など、地方公共団体との
連携を通じた地域貢献を行っております。

中小企業等貸出金に占める
地域向け中小企業等貸出金の比率

中小企業等貸出金
30,831億円

地域向け中小企業等貸出金
29,752億円
（96.5％）

総貸出金に占める地域向け
貸出金の比率

総貸出金
44,004億円

地域向け貸出金
38,171億円
（86.7％）

地域向け貸出金の業種別残高

製造業
5,954億円
（15.6％）

卸売業、小売業
4,240億円
（11.1％）

不動産業、
物品賃貸業
4,056億円
（10.6％）

個人
13,545億円
（35.5％）

その他
10,374億円
（27.2％）
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地域からの預金 その他預金
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　店頭や「お客さまの声ハガキ」等により寄せられるお客さまのご意見・ご要望・苦情等を分析し、経営への報告ならびに営業店
への事例還元を行い、PDCAサイクルを展開することで、商品・サービス・事務品質等の改善や苦情の再発防止をはかっております。

　当行では、「苦情を宝の山に」という考えのもと、お客さまのご意見・ご要望・苦情等を承り、お客さまの多様なニーズにお応え
する商品・サービスの充実ならびにお客さま応対の向上に努め、全行を挙げて、お客さま満足度の向上に取組んでおります。

　当行では、「お客さま満足度日本一の銀行」を目指して、お客さま応対の向上に努めております。お客さま満足度向上への取組
みを推進する本部のお客様サービス室と各営業店に配置しているＣＳ推進責任者やＣＳリーダーが中心となって、全行を挙げて、
お客さま応対の向上を目指しております。

「お客さまの声」をお寄せください
　多くのお客さまにご意見･ご要望等をお寄せいただけるよう全店に「お客
さまの声ハガキ」を設置しております。
　また、お取引店のほか、本部でも窓口を設置し、承っております。

ご意見・ご要望・苦情等
お取引店またはTEL.０７５‒３６１‒２２１１（代表）
　　　　　　　　（「お客様サービス室」とお申し付けください）

受付時間：月～金曜日  9：00～17：00
※銀行の休業日は除きます。

　「金融ＡＤＲ制度」とは、紛争事案について裁判によることなく（裁判外で）、紛争解決（ＡＤＲ）機関によるあっせん・調停・仲介の
もと、公正中立な立場で紛争の解決を行う制度です。当行では、銀行法上の指定紛争解決機関として、「一般社団法人全国銀行
協会」と契約を締結しております。
　○連絡先　全国銀行協会相談室　０５７０－０１７１０９ または ０３－５２５２－３７７２

※PDCAサイクル…Plan 計画　Do 実行　Check 評価　Act 改善

「苦情を宝の山に」サービスの改善に努めております

CS（お客さま満足度）向上に向けた取組み

商品・サービスの充実への取組み

「金融ＡＤＲ制度」における当行の指定紛争解決機関

　行員一人ひとりが日頃からお客さま本位のサービスを実践することができるよう、行員
向けの研修や外部講師によるＣＳセミナーなども定期的に実施しております。

行員の教育

CSリーダー会議（接遇研修）

お客さま本位の実践

バリアフリー化に向けた取組み

店舗入口の段差解消、スロープ、
手すり、音声誘導チャイムの設置、
点字ブロック敷設

杖ホルダー、老眼鏡、助聴器、
コミュニケーションボード、筆談ボード、
耳マーク表示板を全店に設置

　お客さまがより便利でご利用しやすいよう、営業店のバリアフリー化に向けた取組みを進めております。また、障がいをお持ちの
お客さまの利便性向上に向けた取組みについても積極的に推進しております。

店舗の取組み
視覚障がい者対応ATMの設置
（444か所992台※）

●視覚等に障がいをお持ちのお客さまが窓口で振込を行う際の手数料を、ＡＴＭを利用した場合の振込手数料と同額に引下げ
●点字による取引明細、残高通知、満期案内等のサービスの実施
●行員による申込書等への代筆と申込・契約内容の代読の取扱い
●通帳見返し部への「耳マーク」シール貼付の取扱い
●ご高齢のお客さまや障がいをお持ちのお客さまなどへの応対に関する行員への教育の推進

サポート・サービスの取組み

●「京都おもいやり駐車場利用証
制度」への参加（33か店）
●来客用車椅子のロビーへの設置
　（一部店舗）

※平成27年9月30日現在
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